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本論文は 1979 年から 1988 年までの日本の対中 ODA を中心に研究する。日本の対中 ODA は 1979
年から 1988 年までを中心に研究する要因としては、中国は 1950 年代にソ連から政府借款を受け入れ
たことがあるが、1960 年 7 月に一方的に打ち切られて以降、1979 年に日本の円借款を受け入れるま
で 20 年間も外国政府からの借款を受け入れることがなかった。日本の対中 ODA は締結したからの研
究も大事なことである。しかし、1989 年が「天安門事件」に対する経済制裁（専門家等の一時引きあ
げ、中国への渡航自粛、第三次円借款等経済協力の凍結等）により、対中 ODA は 1989 年度に大きく
減少して、それからの対中 ODA 政策も変わっていた。 
本論文は三つの章で構成されている。第一章は、日本 ODA の始まりと日本 ODA を持つ意義につ
いて背景として紹介し、日本の対中 ODA の政策方針と方式について分析する。第二章は、日本の対
中 ODA の形成背景を提示し、対中 ODA 政策の成立過程と決定要因を分析する。第三章は、日本の
対中 ODA 政策の目的を経済面と政治面で両面を分析する。 
そして、先行研究を通して日本の対中 ODA は日本の国益のために行う上で、中国の安定と経済発

































1979 年 12 月に訪中した大平正芳首相は、「より豊かな中国の出現が、よりよき世界に繋がる」と
中国の改革・開放政策を積極的に支援していく方針があることを表明した1。あわせて、欧米諸国や東
南アジア諸国連合が、中国を ODA 対象国に加えることに難色を示していたことを踏まえ、1979 年に
訪中した大平総理は講演の中で、以下通りの「対中経済協力三原則」を提示した2。 
  
1 岩城成幸「対中国 ODA(政府開発援助)見直し論議」、経済産業調査室、2005 年 
2 松浦晃一郎「援助外交の最前線で考えたこと」、財団法人国際協力推進協会、1990 年、152 ページ 










2．対中 ODA の方式 
日本の対中 ODA の方式は 3 つあり、それは、有償資金協力（円借款）、無償資金協力、技術協力で
ある。 
対中 ODA は、1979 年に開始され、2013 年度までに有償資金協力（円借款）を約 3 兆 3,164 億円、











対中 ODA の 91%を占める有償資金協力（円借款）は、基本的にアンタイドで金額が大きく、供与






3 日本の ODA プロジェクト・中国・対中 ODA 概要」、日本外務省ホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/chiiki/china.html、2016 年 10 月 30 日閲覧 
4 「援助形態別の概要・取組―有償資金協力」、日本外務省ホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/keitai/enshakan/index.html、2016 年 10 月 5 日閲覧 
























らは 1978 年に初めて日本へ研修員を受入れて以来、これまで 36,755 人（2014 年度末時点）の方が
研修に参加した 10。 
  
5 岩城成幸「対中国 ODA(政府開発援助)見直し論議」、経済産業調査室、2005 年 
6 長谷川純一・戴二彪「対中円借款と中国の開発政策―中国の政策、日本の政策」、アジア 成長研究所ホームペ
ージ、http://www.agi.or.jp/user03/847_200.pdf、2016 年 08 月 3 日閲覧 
7 王坤「中国側から見た日本の対中経済協力―1979 年-2008 年の『人民日報』における対中 ODA 報道を中心に
―」、広島大学大学院総合科学研究科、2015 年 3 月 
8 『政府開発援助（ODA）国別データブック 2002』、外務省ホームページ、 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/kuni/04_databook/01_e_asia/e_asia_04/e_asia_04.html♯、2016
年 12 月 1 日閲覧 
9 「技術協力とは」、日本外務省ホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/keitai/gijyutsu/about.html、2016 年 10 月 30 日閲覧 
10 「研修員受入事業」、 JICA ホームページ、https://www.jica.go.jp/china/office/activities/training/index.html、
2016 年 10 月 9 日閲覧 
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１．対中 ODA の形成背景 
（1）中国とソビエト連邦の対立 
1958 年から 1962 年は第二次五カ年計画が 1958 年 8 月に新たに 47 件、1959 年 2 月には 10 年間
の予定で 78 件のプロジェクト援助が決定された。ソ連最後の対中援助は 1961 年 2 月に決まった 66
件である 1。 




1956 年 6 月にソ連が 1957 年の「国防新技術についての協定」を突然破棄し、中国に原爆のサンプ
ルと技術資料を提供するのを拒んだのである 3。 
1960 年 6 月 16 日、ソ連指導部は中ソ同盟条約にそむき、中国で仕事をしていた 1390 人のソ連の








1971 年のキッシンジャー訪中と 1972 年のニクソン訪中は日本の頭越しに行われたので、田中内閣
も日中国交回復を急ぐこととなった。 
  
11 前掲論文 王坤 
1 毛利和子『中国とソ連』、岩波新書、1989、40 ページ 
2 同上、40 ページ 
3 中共第一書簡、1963 年 9 月 6 日 
4 「人民日報」、「为建立独立的完整的现代化的国民经济体系而继续奋斗（社论）」、1963 年 12 月 4 日、第 2
版 
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http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/nc_heiwa.html、2016 年 10 月 31 日閲覧 
6 日本国政府と中華人民共和国政府の共同声明、日本外務省ホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/nc_seimei.html、2016 年 10 月 25 日閲覧 
7 「中国改革开放 30 年最具影响力的 30 件大事」、中国共産党新聞網ホームページ、
http://theory.people.com.cn/GB/49150/49152/6757419.html、2016 年 10 月 22 日閲覧 
8 張永久「中国の対外開放と中日経済協力」、立命館大学、2000 年 
9 高嶺司『日本の対中国関与外交政策――開発援助からみた日中関係』、明石書店、2016、72 頁 
10 「人民日報」、「谷牧副総理在東京挙行記者招待会発展中日友好是両国共同需要只要条件適当中国将接受所有友
好国家貸款」、1979 年 9 月 7 日 
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日本の ODA は 1970 年代に入って、爆発的と呼んでも誇張ではないほど急激に拡大した。日本のこ
うした国際収支の黒字の累積は他の諸国の側に「日本は黒字の恩恵を ODA によって世界に返すべき
だ」という「黒字還元論」を生んだ 16。 
1970 年代の巨額な貿易黒字は、日本政府が中国に ODA を供与することが可能にした財政背景であ
ったと考える方が的確であろう。また、日本は 1985 年の経常収支が初めて 500 億ドル台の大幅黒 
  
11 「歴史問題 Q&A 関連資料日本の具体的戦後処理（賠償、財産・請求権問題）」、日本外務省ホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/rp/page22_002287.html、2016 年 10 月 1 日閲覧 
12 徐顕芬『日本の対中 ODA 外交: 利益・パワー・価値のダイナミズム』、勁草書房 2011、218 ページ 
13 「日本経済新聞」1979 年 11 月 4 日、朝刊、1 
14 「朝日新聞」1979 年 9 月 8 日、朝刊、大阪、13（9） 
15 「読売新聞」、1979 年 12 月 4 日 
16 古森義久『「ODA」再考』、PHP 研究所、2002 年 
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字となったことを理由に、途上国に対し国際機関を通じて 1986 年より 3 年間で 100 億ドルの資金還
流を行なうことを約束した。翌 1987 年の円高不況にともなう緊急経済対策では、官民資金 200 億ド
ル以上を追加的かつアンタイドの条件で途上国に供与することを発表した 17。そして、日本の対中














気味になり、この足りない部分を外国の援助は必要があるという判断が生まれた 21。1979 年 12 月に
日本の太平総理は 1979 年から 5 年間に年率 3%で 10 年間の返済猶予後に 30 年間の返済という条件
で、3000 億円の円借款 22 を中国へ供与すると発表した。この第一回の円借款で宝山製鉄所プロジェ




３．日本の対中 ODA 政策の成立 




17 日中長期貿易協議委員会、http://www.jceb.or.jp/lt/publics/index/9/0/、2016 年 11 月 14 日閲覧 




22 高嶺司、前掲書、2016、88 ページ 









（2）対中 ODA における日本国内協調 
1979 年 10 月 1 日から 9 日まで、日本政府調査団は、梁井新一外務省経済協力局長を団長とする、
外務、大蔵、通産、経済企画、運輸の五省庁 14 人の調査団が訪中した。また、10 月 8 日から 12 日




万ドル）25の第 9 件のプロジェクトを求めた。 










四省庁は 1979 年 11 月 29 日深夜まで協議したが意見がまとまらず、首相の裁決が求められた 27。 
 
（3）対中 ODA における国際協調 
目本政府が中国へ円借款を供与の決定に対して、米国、欧州諸国、ソ連、および ASEAN などとの 
  
23 倪志敏、前掲論文、2003 
24 徐顕芬、前掲書、2011、34 ページ 
25 金煕徳、前掲書、185 ページ 
26 徐顕芬、前掲書、2011、34 ページ 
27 「朝日新聞」1979 年 11 月 30 日夕刊、東京、3（1）  
創価大学大学院紀要・第 39 集・2019 年 3 月 
－－ 
関係を考えなければならない。 








そして、ASEAN は、日本が中国への円借款により ASEAN 諸国への援助が削減されること、中国
が円借款をテコに急速に現代化を進め、東南アジア市場に輸出攻勢をかける恐れがあるとの理由で懸
念を表明している 31。 
最後に、当時ソ連は日中関係の進展を警戒し、日本対中 ODA について、中国が ODA を軍備増強
に使わないかという懸念のことであった。ラジオ・モスクワは 11 月 23 日の放送で、「中国指導部の
借款要請は，公には中国の近代化のためであるかのように言われているが、その近代化の土台に置か
れているものは戦力の増強と戦争準備である」と述べた 32。 
日本の国際関係を協調するために、1979 年 9 月 3 日、大平首相は訪日する谷牧副総理に「対中援
助三原則」33を打ち出した。 
① 欧米諸国との協調を図る 






28 西脇文昭「中国の 21 世紀戦略から見た米中関係」、世界週報、2002 年 2 月 12 日 
29 「日本経済新聞」l979 年 10 月 25 日、朝刊、3 
30 「朝日新聞」1979 年 12 月 7 日、夕刊、東京、3（2） 
31 「日本経済新聞」1979 年 11 月 1 日、朝刊 
32 「朝日新聞」1979 年 11 月 24 日、夕刊、東京、3（2） 




注 1 融資や援助の用途などが制限されていないこと。ひも付きでないこと。 
 































1 「世界史の窓」、「第１次石油危機」、http://www.y-history.net/appendix/wh1604-038.html、2016 年 9 月 16 日
閲覧 
2 「二度の石油危機と日本経済の動向」、内閣府経済社会総合研究所ホームページ、
http://www.esri.go.jp/jp/prj/sbubble/history/history_01/analysis_01_01_02.pdf、2016 年 11 月 24 日閲覧 
3 林暁光『日本政府开发援助与中日关系（日本政府開発援助と日中関係）』、北京、世界知識出版社、2003、221 ペ
ージ 
























1979 年－1990 年までの第一、二回日本対中 ODA の実績は主に道路、港湾、空港、運輸、電力、
通信等成長の基盤となるインフラの整備により、基盤が整えられるとともに、産業活動の基礎を作っ
た。しかし、円借款は、プロジェクトの建設費用を全額負担するのではなく、平均として中国国内資




4 徐顕芬、前掲書、2011、129 ページ 
5 金煕徳、前掲書、2000、185 ページ 
6 蔡東傑「日本援外政策发展：背景、沿革与演进」、「全球政治評論」、2010 年第 32 期、33 ページ-48 ページ 
7 張光『日本对外政策研究』、天津人民出版社、1996、139 ページ 
8 徐顕芬、前掲書、2011、114 ページ 
 






























ODA 政策に対して、1979 年から 1988 年までの期間、東アジア地域におけるソビエト連邦の急速な
軍備増強という冷戦環境下で、ある程度安全保障上の意味合いがあった。そして、日本は、対中経済協 
  
9 張光「日本对东南亚的经济援助政策」、「南洋問題研究」、1994 年第 3 期（総第 79 期）、83 ページ-84 ページ 
10 金煕徳、前掲書、2000、139 ページ 
1 渡辺昭夫『戦後日本対外政策』、有斐閣、1985 年、220 ページ-253 ページ 







押さえようとした。1979 年 12 月 7 日、大平首相は北京での記者会見で、「日中結託により第三国に
対抗する意図は全然ない」と述べた。 






















2 高嶺司、前掲書、2016 年、90 ページ 
3 金煕徳、前掲書、2000 年、202 ページ 
4 「朝日新聞」1979 年 12 月 3 日、朝刊、東京、13（2） 
5 「朝日新聞」1979 年 12 月 8 日、朝刊、東京、13（2） 
6 高嶺司、前掲書、2016、91 ページ 
 
日本の対中 ODA の政策目的 
－－
（3）中国国内および東アジアの安全保障 









1979 年以降、中国に対する ODA は、中国の改革・開放政策の維持・促進に貢献すると同時に、経
済インフラ整備支援等を通じて中国経済が安定的に発展してきたことは、アジア太平洋地域の安定に
















7 金煕徳、前掲書、195 ページ 
8 天児慧『中国は脅威か』、勁草書房、1997、24 ページ 
9 高嶺司、前掲書、2016、92 ページ 
10 「対中国経済協力計画」、日本外務省ホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/enjyo/china._h.html、2016 年 11 月 22 日閲覧 
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終わりに
本論文は 1979 年から 1989 年までの日本の対中 ODA を研究するものである。本論文は日本 ODA
の始まりと日本 ODA に持つ意義と、その背景を明らかにし、日本の対中 ODA の政策方針を整理し
た上で、日本の対中 ODA の全体像を描いた。次に、日本の対中 ODA の形成過程を提示し、対中 ODA
政策の成立過程と決定要因を整理した。そして以上を踏まえて、日本の対中 ODA 政策の目的を経済
面と政治面の両面で論じた。 












また、1970 年代末に「日本は黒字の恩恵を ODA によって世界に返すべきだ」という「黒字還元論」
が生じた上、石油危機にショックされた日本が対外援助によってエネルギーの確保も目的になった。 
そして、1979 年に中国政府は日本企業との様々なプラント契約を破棄する決定を日本政府に告げた
ことで、日本は対中 ODA を行う要因として見える。 
1979 年 12 月，中国を訪問した大平正芳首相は「改革・開放」の舞台に立った中国に対して、「我
が国が積極的な協力を惜しむものではない」と約束し、政府借款の供与を正式に表明した 3。 






1 世界の ODA について、 JICA ホームページ、 
https://www.jica.go.jp/aboutoda/basic/05.html、2016 年 12 月 3 日閲覧 
2 張永久、前掲論文、2000 
3 倪志敏、前掲論文、2003 










したがって、結論として日本の対中 ODA は、 






















4 中国研究所『新中国年鑑 ・1980』、大修館書店、1980 年、131 ページ 
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6 中国研究所『新中国年鑑・1980』、大修館書店、1980 年、131 頁 
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